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第1章株式会社以外の事業団体
I 序
以上，アメリカの会社及び会社に関する判例について概観してきた。この場
合の「会社」とはもちろんわが国における「株式会社」に相当するものである。
多くの事業はこの株式会社形態以外の種々の個人企業，営利組合，有限営利組
合，事業トラスト， jointstock company等によって運営されている。最後に
これら株式会社以外の事業団体の組織および構成員の責任等にふれ，株式会社
形態との比較を試みたいと思う。
E 営利組合
営利組合（partnership）とは2人以上の者が夫々その金銭，資産，労務，按
前等を出資し，営利を目的として共同して業務を遂行する場合，その数人聞の
関係または契約をいう。営利組合は法人格がなく，契約上の関係であり，各組
合員は組合の業務については相互に木人（principal)たるとともに，他の組合
員の無制限代理人たる資格をもち，平等に業務執行の機能を有し，組合の債務
に対しては，各自がその全部に対して連帯かつ個別（無限〉の責任（jointand 
several liability) を負い， 組合に当初醸出された財産及び後に増加した財産
は，組合財産（partnershipproperty）として各組合員はそれの共有者（joint
ιowners）であり，一つの商会として商号をもつこともできる。
営利組合はわが国における合名会社 （日商62条以下〉 に相当するものであ
る。しかし主な相違点は前者は単なる契約関係であり，後者は法人たる点にあ
る。営利組合が法人でない点で，わが民法上の組合にあたるようであるけれど
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も，わが民法上の組合は，「共同ノ事業ヲ営ム」と規定して（日民667条 1項〉
その事業が営利たると非営利たるとを問わないが，営利組合はその目的が営利
に限定されている点で，むしろ合名会社に近いのである。営利組合と株式会社
の主な相違点は次の通りである。
(1) 営利組合は2人以上の名の閣の契約から生れ，株式会社は州の制定法の
規定によって生れるものである。すなわち組合は契約の産物であり，株式会社
は州の産物である。
(2) 営利組合は法人格を有しないのに対し，株式会社は法人格を有する。従
って株式会社は法律上の単位もしくは構成員から独立した存在としての財産保
有能力，契約能力および訴訟能力を有する。
(3) 営利組合の組合員の責任は無限であるのに対し，株式会社の株主はその
出資額に限定される意味で有限である。
(4) 組合員は他の組合員の同意無くしては，営業における持分を処分し得な
いのに対し，株主は株式を自由に譲渡し得る。
(5) 営利組合においては，構成員の死亡や交替が解散事由になるのに対し，
株式会社は構成員の死亡や交替に関係なく存続する。
(6) 営不lj組合自体は税金を支払う必要がなく，組合員だけの税負担となるが
株式会社においては，先ず法人たる会社に税が課せられ，さらに株主個人に配
当金の分配に関し，個人所得として税が課せられる意味で二重課税となる。
組合は契約によってのみ形成され得る。その契約は口頭契約，黙示契約，文
書契約，何れの形式によってもよい。ただ1年以上もかかる組合結成契約は，
詐欺防止法（statuteof frauds）の命ずるところにより，文書契約の形式によ
らねばならない。通常ある契約が組合であるか否かは，その要素として (1）共
同の利害関係（commoninterest), (2）共同経営（communityof control), 
(3）損益の分配（divisionof profits and losses）等が存在するか否かによって
判断される。
組合員には次のような種類がある。
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(1) 無限責任組合員（ge田 ralpartner) 
(2) 無発言組合員（silentpartner) 
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出資した事実上の組合員であるが，経営に関して発言しない者である。
(3) 匿名組合員（dormantpartner) 
出資した事実上の組合員で，利益の分配に与るが，経営に関しては発言せず
〔silent），また外部の第三者に対しては，その名が現われない組合員である。
(4) 表見組合員（partnerby estoppel or nominal partner) 
本当は組合員ではないが，組合員であると思われている者で，組合員をして
自己の氏名を使用することを許容している者である。彼は組合と取引する者に
対して，彼の外見上の構成員資格を信頼している者に対し，責任を負わねばな
らぬ。それにも拘らず，この表見組合員は事実組合員ではないから，真の組合
員と一緒に利益の分配に預る権利はない。なお，無限責任組合員が脱退すると
き，従来の取引先に通知することを怠ると，この表見組合員としての責任を負
わされることになる。
組合員の権利，義務については種々の観点から考慮しなければならないが，
先ず組合員相互間の権利，義務には次のものが挙げられる。
(1) 経営に参加する権利
事業の運営事項について，組合員聞に意見の衝突がある場合には，多数決を
もって決する。その場合でも多数派は少数派の意見を十分考慮し，何が組合に
とって最大の利益であるかを考えて，善意誠実に行動しなければならない。こ
こで多数派というのは言うまでもなく，事業に出資した資金の多数ではなく，
人数の多数を意味するのである。各組合員は事業運営に関する情報を得るため
の権利と帳簿を自由に閲覧する権利を有する（判例49）。
(2) 利益に参加する権利
ただし，報酬は分配利益の中から受けることを原則とし，組合契約に別段の
定なきときは，これを受けることはできない。
(3) 分担額以上の支出金につき要償する権利
19一
(4) 契約期間中組合員たる権利
(5) 利益計算を要求する権利
(6) 契約期間中組合員たる義務。
他の組合員の同意なくして脱退することは，契約不履行となる。
(7) 忠実義務
組合の業務を妨害するような他の業務に従事し得ない。
(8) 注意，勤勉，熟練の義務
営利組合の代理人としての組合員は，組合契約に明示された権限（express
powers）と，明示されていなくても，組合事業を遂行するために必要とみとめ
られるすべての黙示的権担（impliedpowers）を有する（判例50）。組合員の
主なる業務上の権隈は次の通りである。
(1) 不動産については，契約証書に全組合員の署名捺印を要するから，単純
に処理しえないが，動産については，売買，質入ができる。
(2) 取扱商品および営業用品を購入しうる。
(3) 賃金を取立て，受領証を発行し得る。
(4) 商事組合は商品の売買を根本的な目的とするものであるが，この組合で
は手形の振出・引受・裏書ができる。非商事組合は，商品の売買ではなく，商
品の生産を主たる目的としたり，または専門職組合（professinalpartnership) 
のように，サ｛ゼスを提供することを目的とする組合であるが，このような組
合では手形の振出，引受，裏書は認められない。
(5) 商事組合では借金をし，組合財産を担保に入れることができる。
(6) 代理人および被用者を雇傭することができる。
しかし，組合員は他の組合員の同意がなければ，次の事項は単狐に処理し得
ない。
(1) 債権者のために組合財産を譲渡すること。
(2) 事業の暖簾を処分すること。
。） 組合の通常業務を遂行することを不能にするような行為。
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(4) 判決を自認すること。
(5) 仲裁手続（arbitration）に対する組合の権利または責任を認めること。
組合員は組合債権者に対しては連帯責任を負担する。債権者は連帯形式の支
払判決を得ても，これを組合員に個別に請求し得る。組合員は組合脱退後も，
在任中の債務については責任を負う。組合員が脱退後の組合の債務につき責任
を免れるためには，その旨の通知を出さなければならない。新入組合員は特約
しない限り，組合の以前からの債務については責任を負わないσ
組合は次の事由により解散する。
(1) 組合の約定期間が満了した場合，
(2) 組合の約定期間がなくとも，組合員聞に解散の合意がある場合，
(3) 組合員が脱退した場合，
(4) 組合員が持分を売却した場合，
(5) 組合員または組合員の破産，組合員の死亡のような，その組合の継続を一
不可能とずる状態が生じた場合，
(6) 組合員の発狂，不行跡，職務怠慢，義務違反，病気等により組合の継続
が不可能または無益となる状態が生じた場合は，他の組合員の要求で，衡平法
裁判所は判決によって，解散を命ずる。
〔49〕 各組合員は事業運営に関する情報を得るための権利と，帳簿を自由
に閲覧する権利を有する。
KATZ v. BREWINGTON 
1889, 71 Md. 70, 20 Atl. 139. 
〔事実〕 Katzと Brewingtonは， L.Katz and Company なる名称の下
に事業を行なっている共同組合員であった。 Brewingtonは Katzが帳簿を占
有し，かっ管理して，その帳簿を閲覧することを自分に許さず，また Katzは、
その組合の商品を独りで占有し，かっ管理し，原告（Brewington）を故意に
欺いて，その商品を処分したと訴えている。原告はまた Katzがその事業のすナ
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べての運営から原告を排除し，その事業に関するいかなる情報をも，彼に提供
することを拒否したと主張している。そして原告は当該事業の解散と利益計算
を要求しているのである。
〔判旨〕 Bryan判事，…－－－組合契約では， Katzが全資本を提供し，利益
は負債と費用の支払を済ませた後に，平等に分配することになっていた。組合
によって，と‘れだけの利益が挙がったか，あるいはどれだけの負債があったか
については，原告は何も申立てなかった。しかしながら被告は原告を商会の事
業のすべての運営から排除し，事業運営に関する情報を原告に提供することを
拒否し，帳簿を営業所から持ち去り，その帳簿のある場所を開示することを拒
否したと，原告は申立てた。各組合員は組合事業の経営に参加する権利jを平等
に有する。組合員の 1人が利益についてのみ権利を有し，資本については権利
を有しない場合でも，その組合員は組合の業務の適当な運営に参加すべき権利
を有し，それによって利益も生じうるのである。そこで各組合員は，組合業務
に関する情報をうるための権利と，帳簿を自由に閲覧する権利を平等に有する
のである。原告は利益や損失の存否を，その帳簿から知る権利を有するのであ
る。
原告勝訴。
〔50〕 組合員は組合事業を遂行するために必要と認められるすべての黙示
的権限（impliedpowers）を有する。
BOISE PAYETTE LUMBER CO. v. SARRET et al. 
1923, 38 Ida. 278, 221 Pac. 130. 
〔事実〕 Sarr etと Stevensは牧羊業に従事する組合員であった。 Sarret
は材木，囲い杭，有刺鉄条、釘，生子（なまこ〕板，ペンキ，石炭等を組合の
名において，原告から購入した。 Stevensは購入したことを知らなかった。商
品の代価に関して，両組合員敗訴の判決があってから， Stevensは上訴した。
〔判旨〕 Wm. E. Lee判事， ……上訴人によって採りあげられたもうー
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つの問題は， 組合は牧羊業に限定されていたから， Sarr etは事業に関係のな
い特殊な契約には何ら責任を負わないということ，及び被上訴人は組合の限定
された性格と組合の運営は羊を飼育し，売却するという単純な事業に制限され
ているのを知っていたと思考されるということである。組合によって運営され
る事業の簿囲内でない事項につき組合の構合員と取引する者は，たとえ組合員
がその組合の名で取引しでも，全く個人としての資格をもった組合員と取引し
たことになることは，いうまでもない（Livingston対 Roosevelt事件 4Johns 
(N. Y.) 251, 4 Am. Dec. 273; Standard Wagon Co.対 Few& Co.事
件 119Ga. 293, 46 S. E. 109）。 従って販売契約の主要な事項が羊を飼育
したり，購入したり，売却したりする事業に結びつくか否か，その契約が組合
によって，運営される事業の範囲内であったか否かを決定することが重要であ
る。購入された用具が牧羊業で通常使用されるものであるか否かは，この事件
の訴訟手続の下では，陪審の事実認定の問題である（HoffmasterSons Co.対
Hodges事件， 154Mich. 641, 118 N. W. 484.〕。
従って，その用具は上訴人も認めているように，その事業に従事する者によ
っで，通常購入されるものであったことは明らかであるから，当該組合は用具
η購入代価に対して責任があったのである。
原判決を確定する（原告勝訴〉。
]1 有限営利組合
有限営利組合 (limitedpartnership）は，契約によって成立し，無限責任組
合員（generalpartner）と有限責任組合員 (limitedpartner）とによって構成
される組合であり，わが国における合資会社〈日商146条以下〉に相当するも
のである。わが国の合資会社と相違する点は，法人格をもたないことである。
無限責任組合員は無限責任を負い，組合の運営にあたるものであり，有限責任
組合員は一定額の財産を出資し，その限度においてのみ責任を負い，かつ組合
の運営に関与しない者である。もし有限責任組合員が組合の運営に関与した場
合には，その期間中に債務につい無限責任を負うこととなる。
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有限営利組合と株式会社との類似点は次の通りである。
(1) 有限営利組合は，株式会社と同様，それが存在するためには，その設立
を許可している制定法に基づかなければならない。その制定法に基づかない当
事者の相互契約によっては結成できない。アメリカには統一有限営利組合法
〔UniformLimited Partnership Act）があり， また各州、｜に有限営利組合法
(Limited Partnership Acのがある。
12) 有限責任組合員は株主と同様，最初の出資額についてのみ責任があり，
組合の義務について人的責任はない。
有限営利組合が株式会社と相違する点は，法人格を有しないことが基本で，
無限責任組合員に関しては，営利組合と株式会社の相違点について前述したと
ころと閉じである。
有限営利組合は， 1人以上の無限責任組合員及び1人以上の有限責任組合員
を含む2人以上の組合員によって形成される。大部分の州、lが採択してきた統一
有限責任組合法の下では，有限責任組合を結成するには， 2人以上の者が次の
条項のある証書に署名し，宣誓しなければならない。すなわち
(1) 組合の名称
(2) 事業の性格
(3) 所在地
(4) 各組合員の氏名および住所
(5) 無限責任組合員となる者，有眼青任組合員となる者の区別
(6) 組合の存続期間
(7) 各組合員が拠出すべき金銭の額または財産の協定価額
(8) もし存在するならば，各組合員の追出資額
(9) このような出資金が有限責任組合員に返還される時期
(10) 各有限責任組合員が受けとるべき利益の分配または報酬
(1) 有限責任組合員がその権利を譲受人に譲渡する権利
(12) 有限責任組合員の追加を認める権利
24 
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帥 1人以上の有限責任組合員が，他の有限責任組合員に対して有する出資
額に関する優先権及び収入から得られる報酬に関する優先権
凶 出資の報酬として，現金でなく現物財産を請求できる有限責任組合員の
権利
U5) 他の組合員の死亡，脱退，資格喪失に由り，事業を継続するために残存
する無限責任組合員の権利
有眼営利組合の証書は，事業の主たる場所を有する郡で登録されねばならな
し、。
殆んどすべての州では，証書は事業開始前の一定期間内に，新聞紙上で公表
することが必要である。ある州では新開発行人の宣誓供述書によって公表証明
が行われ，かつそれは証書と一緒に提出することが必要とされる。公表に関す
る宣誓供述書とともに，このような証書が提出登録されないうちは，有限営利
組合は創設されたものとは認められない。
組合の終了に際しては，新たに証書が提出されねばならない。同様に組合の
名称，資本その他の事項に変更を生ずる場合は，やはり新証書の提出が必要で
ある。もし新たに証書が提出されないで組合が存続するならば，有隈責任組合
員は直ちに無限責任組合員と同じ責任を負うことになる。
大部分の州の制定法によれば，組合はその事業を商事組合（firm）の名称に
おいて行うべきで，有限責任組合員の氏名または「会社」（Company）なる用
語を使用すべきではないとする。若干の州では， 「有限J(limited) という言
葉を付加すべきことを特記している。またある州では組合は人目のつく場所に
全構成員の氏名を含む商事組合の名祢を掲示すべきであると規定している。
もし有限責任組合員が事業の経営と管理に参与しないならば，有限責任組合
員は会社事業の遂行に当って，会社債権者に対して，自己の出資額以土に責任
を負うことはない。 〈判例51）。
有限営利組合は，証書に示されている当該組合の終了時期以前には，解散通
知状の提出及び公示がなければ，任意に解散できない。解散の際の商事組合の
- 25-
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財産分配は州の制定法に規定がある。また財産分配に関する組合員聞の優先権
は，統一有限営利組合法（UniformLimited Partnership Act）を採用した数
州においては，制定法上の要件に支配される。
〔51〕 もし有限責任組合員が事業の経営と管理に参与しないならば，有限
責任組合員は，会社事業の遂行に当って，会社債権者に対して，自己
の出資額以上に責任を負うことはない。しかし，事業の経営と管理に
参与する場合は，責任を負うことになる。
RUSSELL v. WARNER et al. 
1950, 96 Cal. App. 986, 217P.(2d) 43. 
〔事実〕 被告 Warnerと Oberdorfは「Wam-Dorf Co.」という名称に
よって，事業を行っている組合員であった。被告 Oberdorfは組合事業に関し
て原告に虚偽表示をしたので，原告はその詐害行為に対し，損害賠償請求の本
訴を提起したのである。 被告 Warnerは原告勝訴の判決に対し，自分は有限
責任組合員であるから，無隈責任組合員たる Oberdorfの表示に責任がないと
いう理由に基いて，単独で上訴した。
〔判旨〕 Vallee判事…・・十分な証拠から， 両被告とも有限営利組合の形
成に関する要件に，善意誠実に従わなかったことは明らかである。……上訴人
(appellant）の省略された苗字が，当該組合の名称中に表示されていた。問題
になった当時の民事法第2481条（現行会社法15505条〉は，有限責任組合員の
苦学は組合の名称中に表示する必要はないと規定していた。上訴人は当該組合
の小切手の正式な共同署名者であった。民事法第2483条（現行会社法15507条〉
は，有隈責任組合員は事業管理に参加しない場合は，有限責任組合員としての
権利および権限の行使のほかに無限責任組合員と同じ責任を負担することはな
いと規定していた。
民事法第2478条は，さらに「（お有隈営利組合は本条第1項の要件を善意誠実
に遵守したときに成立する」と規定していた。たとえ有限責任組合員は取引に
- 26ー
448一
参加せず，また詐害行為であることを知らなくとも，有限営利組合の形成，有
限責任組合員の責任の制限に関する民事法典の規定に従わなかった有限責任組
合員は，会社事業の詐欺的売買に対して， 損害賠償の責任があると， Siebold 
対 Berdine事件（61Cal. App. 158）で判示された。その裁判所は「（刈無限責
任組合員の責任は，自己の権限の範囲内で行動する限り，自己の代理人の詐害
行為に対して，本人の責任と同じであるし，またこの原則は組合財産の売買に
関係する組合員による詐害行為あるいは虚示表示の場合にも適用されるといっ
ている。
証拠はそろったO すなわち（1）上訴人は原告をその事業に参加させるための交
渉権を Oberdorfに与えたこと (2）その交渉を行うに当って， Oberdorfは虚
示表示をしたこと（3）上訴人は WarnDorf Co.が財政的困難に陥っていること
を知っていたが，原告にその事実を明かさなかったこと（4）両被告が原告の金銭
を受領した後に，原告はその組合から追出されたことである。上訴人は有限責
任組合員であるか否かに関係なく，（1）上訴人は明らかに Oberdorfに原告と交
渉を続けるための権限を与え，（2）後に彼が自己の行為を追認したという攻撃で
きぬ事実認定に基いて，原判決は支持されるのである。原判決を確定する。（原
告勝訴〉。
IV 事業トラスト
事業トラスト〔businesstrusts）は，会社法による課税， 取締等をさけるた
めに，投資家が受託者に対して出資し，信託関係を結び，この受託者に事業の
経営を委ねると，受託者は投資家に受益証券（certificateof beneficial interest) 
を発行し，利益配当を行ない，事業終了時には財産の分配を約束するものであ
る。
事業トラストは，マサチュ戸セッツ州、｜の法律が，不動産取引を目的とする会
社の設立を認可しなかったので，会社形態を採用する代りに，数人の受託者が
一般大衆から資金を信託法理に基いて受託し，その資金で不動産取引をし，そ
の利益を信託受益者に分配することによって，その目的を達したことに始まる
? ?
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ので，「マサナュ｛セッツ・トラスト」〔MassachusettsTrust｝の名があり，ま
た「コモン・ロ｛・トラスト」ぐTheCommon Law Trust）とも呼ばれる。
この事業トラストは，次のような点で，株式会社と類似した性格を有する。
(1) 受託者は株式会社の取締役に相当し，受託者が受託者の中から役員を選
任したり，ある州、｜では受益者は，信託契約に基づき，定期の会議において，受
託者を選任することが許されている。
(2) 受益証券は株式会社の株券に相当し，株式と同様自由譲渡性を有する。
(3) 受益者は，一般的に言って く必ずしも統ーされた原則ではないが〉，株
式会社の株主と同様，投資金額を限度とする有限責任の利益を亨受する。
しかし，この事業トラストが，組合，会社と相違する点は，受託者組織，信
託制を採るところである。
事業トラストは，州の所産ではないので，株式会社のような制定法上の規制
を欠くが，投資家すなわち信託受益者は，その投資した金額につい，有限責任
の利益を享受することを求める。受益者の責任が有効か否かの問題は， トラス
ト宣言（declarationof trust）または信託契約（trustagreement）を締結する
時に，受益者が受託者の選任や解任に関する権利を保有するか否かに関係す
る。トラスト宣言またはトラスト契約は組織を作ることであり，その事業目的
を立て，受託者の権限，受益証券保有者（受益者〉の権限，定款に相当するも
のを決定する。トラスト宣言または信託契約は普通次の条項から成る。
(1) 受託者は，毎年，年度末に受益者によって選任される。
(2) 受益者は受託者を解任する権利と，受託者の死亡，辞職または解任によ
って生じた欠員を補充する権利を有する。
(3) 年次総会が開催される他，特別総会は受益者5人の文書による要求があ
れば招集される。
(4) トラスト契約およびトラストの附属定款は受益者の%の投票によって変
更することができ， トラストは受益者の%の投票によって終了する。
大部分の州の裁判所は，もし信託契約の下で，受益者が受託者等の選任にお
。 。
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いて，事業経営に関する支配権をもつならば，このような受益者は組合員とし
ての責任があると判示してきた（判例52）。 他方もし，受益者が事業の経営を
支配せず，また事業経営に干渉しないならば，受益者達は信託契約の下では受
益者であり，組合員のような責任がないと判例している（判例53）。
これに対して，学者例えばバランタイン（Ballantine）は， 受益者が年次総
会で受託者を選任し，その欠員を補充し，またはトラスト宣言を変更し，ある
いてトラストを解散するための権利を行使するいわゆる間接的支配（indirect
control）は，組合員が事業運動に対して直接的支配（directcontrol）を行う
のと較べて，責任を負わせるには充分とは認められないし，事業遂行上共同所
有者と同様には考えられないという見解を述べている（OnCorporations. p. 
20.）。またワレン（Warren）も受託者の経営上の独裁を認めることも，かっ
組合員と司様の責任を免除するために，受益者からあらゆる権利を奪うことも
望しくないと述べている（CorporateAdvantages Without Incorporation, 381 
382, 398, 4ο0）。
「有限事業トラスト」 (limitedb凡Jsimesstrust) という言葉が用いられるこ
とがあるが，これは「無限事業トラスト」（unlimitedbusiness trust）と比較
して受託者の人的責任を免除する目的を達するのである。この場合，委託者は
一種の jointstock company の株主の受託者ないし代理人とみなされる。有
限事業トラストの受益者の地位は統一有限営利組合法（UniformLimited 
Partnership Act）の下における有限責任組合員の地位に類似している。これ
らのトラストの財産は制定法によって規制されるべきである。
事業トラストの運営において，受託者は如何なる責任を負うか。信託法理の
一般原則からすれば，受託者は人的無限責任を負うことになるが，この原則は
事業トラストの受託者にも，そのまま適用されるのである。従って受託者の財
産は契約違反の場合，強制執行をうける。しかし通常受託者は事業トラストの
形態で，団体の利益のために契約をし，事業を行う場合，人的無限責任の免除
を希望するであろう。事業トラストの財産やその事業は受託者によって所有さ
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れ，運営され，また受託者は本人として外部第三者と契約するが，実質的には
受託者は自己のために所有するのでも行為するのでもなく，受益者のために受
託者として所有し，行為するのである。従って，事業トラストの受託者が人的
無限責任を負いたくなければ，外部の第三者と契約する際に， 「受託者として
のみ」とか「受託者としてであって，個人的な立場でなく」とかいう文言によ
って，責任制隈の特約をすることが認められている。この場合，事業トラスト
の債務について，第三者は信託財産に対して強制執行することになる。しかし
信託財産に対する執行については，受託者が信託財産より補償を受ける権利の
限度において可能なだけであるから，これでは債権者の債務の完全なる満足を
得ることはできない。そこで，多数の州、｜においては，債権者が信託財産に対す
る直接の執行をなしうるものとしている（Massachusetts,Oklahoma, Texas, 
Wisconsin等〉。
事業トラストの受益証券が株式会社の株券と同様，自由譲渡性を有すること
は既述の通りであるが，譲渡の方法には次の2つがある。
(1) 受益権の譲渡があったときは，譲渡人は受益証券を受託者に返還し，受
託者がその譲渡を真正であると認めて，譲受人に新しい受益証券を作成交付す
る場合，
(2) 受益証券の裏書と，受益者原簿への名義書換によって，受益証券の譲渡
がなされる場合。後者の方法は，株式譲渡と全く同じで，後者の方法による譲
渡が多くなりつつある。
事業トラストが盛んになるに従って，各州は公的監督の必要上，最近，制定
法によって規制する方向にある (Massachusetts, Michgan, Wisconsin等〉。
〔52〕 もし信託契約の下で，受益者が受託者等の選任において，事業経営
に関する支配権をもつならば，このような受益者は組合員としての責
任がある。
SIMSON et al. v. KLIPSTEIN 
1920, 262 Fed. 823. 
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〔事実〕 Ernest C. Klipstein に対して， LeslieN. Simson及び George
W. Hunterという 2人の受託者が提起した訴訟である。管轄違を理由に訴棄
却の申請がなされた。
〔判旨〕 Davis連邦地方裁判所判事。被告は上述の理由で，すなわち裁判
所は必要な当事者たる原告の 1 人と，被告がニュージャ｛シ ~j十lの市民である
から， 裁判管轄違いであるという理由に基いて， 訴棄却の申請をしたのであ
。?
1916年3月15日に，原告たる SimsonとHunterはMidvaleChemical Works 
の定款すなわち信託宣言を意告する文書によって，計画したトラストを設立し
自分達をその受託者にした。彼らの計画は， MidvaleChimical Worksの受託
者として，彼らに資金を投資した人々に証書を発行し，その証券保有者達に，
受託者の事業経営から生ずる利益分配に預る権利を附与することにあった。そ
の証券保有者は，そのトラストの定款の条件に従って，利益の配当及びその団
体の財産の最終的な分配に預ることになっている点で，出資した資金の受益者
であった。しかし，上述の条件によれば，財産に対する普通法上並びに衡平法
上の権利は， と述の受託者に与えられているのである。
受託者達は，ニュ｛ジャ｛シ｛州、iのエリザベスで，ある土地を購入し，そこ
にアニリン油等の製精をする工場を建て，その工場を運営した。 1917年5月31
日に，受託者 GeorgeW. Hunterと LeslieN. Simsonによって， Midvale 
Chemical Worksは上述の土地，工場及び動産を売却する契約を被告と締結し
た。不動産及び工場は， 15万ドノレ，また原告が申立てた動産自録によれば，手
持原料を含む動産は，更に約4万5千ドノレということであった。被告はその財
産の占有を開始したが，結局上述の土地に関する権利について，受託者と被告
の聞に粉争を生ずるはめになった。ニュ｛ジャ｛手／｛の衡平法裁判所において
上述の土地に関する権利が訴訟によって決定されている聞に，被告はその財産
を占有し続け，その工場を運営した。動産及び原料に対する被告の代金の不払
い，訴詮継続中に締結された契約の条件に従って，訴訟終了時に既述財産を移
- 31一
-443-
転することに対する被告の拒否，および被告が占有中に上述財産に対して与え
た損害に対して，原告は141,870. 78ドルの損害賠償額を被告に請求する訴訟を
提起した。被告は当裁判所に前述したような申請をしているのである。
その団体がトラストであるか，それとも組合であるかは，団体を創設してい
る文書による。不動産トラストは主にマ7サチュ｛セッツ及びミゾリ｛に起った
ものである。 MidvaleChemical Worksの定款や，この問題に関係のある判例
を注意深く調査した結果，私は MidvaleChemical Worksは組合であると考え
る。その基準は団体の運営に関する支配権にある。もし証券保有者すなわち受
益者が支由権を保持するならば，その団体は組合である。もしその反対に支配
権が受託者にあるならば，その団体はトラストである。 Inre Associated trust 
((D. C.) 222 Fed. 1012）事件において， Morton裁判官は「両者の相違
は信託契約またはトラスト宣言の規定によることになる。トラスト宣言によっ
て，その受益者が信託財産の運営に関する実質的な支配権を与えられている場
合には，そのトラストは組合であると考えられる。受益者がかかる支配権を有
しない場合は， トラストは租税目的上通常の遺言信託（testamentarytrust) 
と同じものとみなされ，組合とはみなされない。……」と述べている。
裁判中の当事件において，支配権はその定款で受益者に与えられている。
経営に関する支師権は受益者にあり，また受託者が反対しでもその支配権は
何時でも受益者によって行使できるのは明白である。受益者は創られた文書の
条件によって結合する。従ってその団体は組合であって， トラストではない。
証券保有者すなわち受益者自身が組合員であり，証券保有者でない受託者は
組合員ではないので，この団体は組合であるということを，銘記すべきであろ
う。故にここにはトラストは存在せず，また厳密に言えばいかなる受託者も存
在しない。いわゆる受託者は証券保有者を意味するのである。証券保有者が本
人であり，原告たる受託者は彼らの単なる経営上の代理人にすぎない。
私は Simsonと Hunterは原告として適切な当事者であり，かっこの訴訟
手続において受益者を代理する完全な権限があると考える。
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原告勝訴c
〔53〕 もし，受益者が事業の経営を支配せず，また事業経営に干渉しない
ならば，受益者達は信託契約の下では受益者であり，組合員のような
責任がない。
WILLIAMS et al. v. INHABITANTS of MILTON 
1913, 15 Mass. L 102 N. E. 355. 
〔事実〕 これは BostonPersonal Property Trust の受託者および証券保
有者すなわち受益者に課せられた税金の軽減を要求した訴訟である。信託契約
め条件によると， トラスト財産は，受益者に利益を配当し， トラスト終7時に
その財産を受益者に分配することを目的として，受益者が受託者に拠出したも
のである。受託者はトラスト財産を所有し，その事業を管理する唯一の権利を
もっていた。受益者と事業を経営する受託者の聞には，何らの共同関係もなか
一一コ I －。
〔判旨〕 Loring判事。……Phillips対 Blatchford事件（137Mass. 510.) 
では，鉄格子を製造販売する事業を経営するための財産は， 1人の受託者と受
益者によって選任された何人かの構成員によって構成される経営委員会によっ
て，その事業が経営されるべきであると規定している幾分トラスト宣言に類似
したものに従って発行された譲渡可能証券の売却によって，調達されたのであ
る。これは組合であると判示された。・…・・Williams対Boston事件（208Mass. 
497, 94 N. E. 808.）も同様な事件である。この事件における信託契約には，
トラストがポストンにある美術博文館の用地となるべき土地の「購入，開発，
および処分を目的として」設立されたと規定されている。そのトラスト財産は
受託者が所有したが，受益者は受託者を解任する権利をもち，また受益者の総
会が開催され，そこで受益者は何らかの方法で受託者に権限を附与したり，命
令したのである。……この団体の財産は組合と同様，課税すべきものと考えら
れた。
? ?
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Boston Personal Property Trust では， その財産は受託者の財産であり，
受託者は受益者のために経営するのであるが，受託者が経営するのであって，
受益者は経営に参加していないのである。受益者の団体とか，受益者間の共同
関係は何ら存在しないのである。受益者の権利はトラストの継続中は各々信託
投資金の利益の分前に預り，またトラスト終了時にトラストの主体財産の分配
を受けることに限られている。これはいかなる点においても，投資信託以上の
何物でもなく，……また組合財産として課税すべきではなかった。
V .Joint Stock Companies 
Joint Stock Companyは受託者または取締役に委託される事業経営に関す
る協定である。
イギリスにおいては， Joint Stock Companyは元来普通法上自由に移転し
うる株式に分たれる資本を有する組合を意味したが，議会制定法に従って登録
することにより，それに法人格と有限責任が認められ (JointStock Companie"' 
Registration Act, 1844 ; Limited Liability Act, 1855），株式会社を意味する
ことになった。しかしアメリカにおける JoitStock Companiesは，イギリス
における沿革的意味と同様に，内部関係においては株式会社と非常に類似して
いるが，法人格はなく，有限責任を認められず，本質は組合である〈判例54）。
Joint Stock Company が普通の営利組合と異なる点は， 構成員の数が多い
ことと，組織が複雑な点にある。
株式会社との類似点は次の通りである。
(1) 構成員の出資によって資本が構成され，その出資に応じて割当てられた
株式によって構成員の利益が代表せられ，この株式は譲渡が自由である。
(2) 構成員の交替に関係なく，団体は附属定款に指定された期間存続しうる
すなわち 1人の構成員の死亡，脱退は団体の解散とはならない。
(3) 運営は取締役，受託者または役員によって行われ，これらの者の選任は
構成員によって行われる。
株式会社との相違点は次の通りである。
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(1) Joit Sntock Companyは法人格のない組合である。
(2) 従って， Companyの名において訴訟当事者となることはできない。訴
訟は構成員のすべてが当事者である〈しかし，多くの少！？の制定法は法律上の存
在として訴訟当事者となることを認めている〉。
(3) 各構成員は， Companyの債務に対しては，無限責任（unlimitedliab-
ility）を負う（例外として，ミシガン州においては，構成員の責任は出資額に
とどまるとしている〉。
〔54〕 Joint Stock Companyは株式会社と多くの点で類似しているが，
法人格はなく，有限責任も認められず，本質は組合である。
PEOPLE ex rel. NATIONAL EXPRESS COMPANY 
v. COLEMAN et al., Tax Commissioners 
1892, 133 N. Y. 279, 31 N. E. 96. 
〔事実〕 これは JointStock Companyを制定法に基づく株式会社と見て
その資本に課税しようとする租税委員の行為を再審する訴訟手続である。制定
法によれば，資本その他から利益をあげている株式会社は，すべて納税の義務
がある。下級裁判所はその課税を無効にした。
〔判旨1 Finch判事。私はわが普通法上の株式会社と JointStock Com-
paniesには根本的相違があったと思う。その相違は被上告人のために， 弁護
士が指摘したところであり，私も論理的であるという印象をうけたし，さらに
判決の根拠となる先例もこれを支持している。その相違とは，株式会社の創設
が法人の中に吸収され，その構成員の個人的権利および責任が法人の中に没入
するのに対し， JointStock Companiesの創設は個人的権利及び責任を減少さ
せず，完全に残存させるということである。 この考えは Supervisorsof Nia-
gara対 People事件（7Hill 512）及び Gifford対 Civingston事件（2Den 
(N. Y.) 380）において表明された。すなわち会社設立者はその個性を失い，
その個人的性格を一個の法律上の存在（artificialexistence）の中に吸収され
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ると表明されたのである。そして，これらの判決例によって，株式会社は「主
権者によって創られた法人であり，法人はそれを構成する自然人を埋没させ，
無存在にするJということが，被上告人のために定義づけられるのである。私
は法律上の定義が完全に正しいと立証する例が乏しいので，批判を招くことに
気づいている。しかしこの定義は，ある十分なテストに首尾よく堪えるならば，
認められるであろう。 一つの十分なテストとして，・株式会社と JointStock 
・Companyとの相違を再検討し，その性質や性格を対照して，各自の組織が約束
した負債に関し，一方では会社設立者の個人的責任の性質と，他方では Joint
Stock Company の設立者の個人的責任の性質を理解することができるのであ
る。
株式会社の負債は会社の負債であり， 会社構成員の負債ではないが， Joint
Stock Companyの負債はその構成員の負債である。株式会社の設立は，その
会社設立者の責任を吸収するが， Stock .Companyの創設は，その創設者の責
任をそのまま残存させる。一方の存在は個人の契約に由来し，他方の存在は州
の主権に由来する。両者は類似しているが同一ではない。多少とも両者はお互
に重複するが，同一性を失っているわけではない。そこで我々は ・JointStock 
・Companyは株式会社であるとは言えないが， それは株式会社の権能のいくつ
かをもっ組合であるとはいえるのである。……下級審の命令を訴訟費用負担と
いうことで確定する。
原告〈被上告人〉勝訴。
¥'1 非営利団体
非営利の法人格なき団体（nonprofituninc。rporat疋dassociations）は営利組
合と同様に契約から生れる（判例55）。 このような団体は，社会的，教育的，
博愛的，友愛的な目的で設立される。これらの組織体はF付属定款，取締役，受
託者および役員すなわち社長，文書部長，経理部長を有する点で，会社及び組
合の多くの性質をもっている。その形態において会社に非常によく似ているが，
また正式に創立されない点で，組合に似ているともいわれる。概してこの団体
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の構成員の責任は，組合理論ではなく，本人と代理人の理論（この団体の役員一
は代理人であり，構成員は本人である〉による。
〔55〕 非営利の法人格なき団体は，営利組合と同様に契約から生れる。
CHICAGO GRAIN TRIMMERS ASS’N v. 
MURPHY, DIRECTOR OF LABOR 
1945, 389 Il. 102, 58 N. E. (2) 906. 
〔事実〕 これはイリノイ州が ChicagoGrain Trimmers Associationを本E
手に提起した訴訟で，失業補償法に基いて為された賦課金を徴集することがそ
の目的である。この団体は数人の穀物積込人から成り，穀物積返人の仕事は船
に穀物を積込んだり，積下したりすることで，彼らの文書部長及び経理部長は
横込人の役務を求めて契約し，一週間各自が働いた時間数を基にして，収入を
分配することになっていた。文書部長も自己の役務に対しては，他の構成員と
同様，収入の分配に預った。その団体は構成員が構成員によって雇われている
ことを否認し，賦課金を支払うことを拒否した。
〔判旨〕 Smith判事。一般に団体（association）とは，設立認許状なしに
共同企業を目的として，共同して活動する人の結合体である。この言葉は法律
的には組合や会社のような固定した意味を有せず，ある目的のために共同して
結合する人の集団をなすものとして使われる。イリノイ州の制定法は団体の定
義をしていなし、。しかしボウピイア（Bouvier）の法律辞典第1巻〔269頁〉に
よれば，団体はある目的のために共同して結合する人と定義されている。また
ブラック（Black）の法律辞典によれば，団体をある特定目的または特定事業
のために共同して結合する多数λの行為と定義している。
ある種の団体は，制定法にもとづいて，法人となり得る。法人となる権能を
団体に与える制定法が無い場合には，その法人格のない団体は団体を構成する
者から独立した法律上の存在を有せず，通常その団体の名において不動産や動J
産を取得したり，保有したりすることができない。……制定法上の権限を欠く
37 -
-437-
場合には法人格なき団体は，その団体の名において契約を締結する能力を有し
ない。しかし，かような契約を締結する役員及びそれに同意する構成員は個人
的に拘束を受ける。団体を法律上の存在として取扱うことは，ある場合には，
契約をなす団体の権利を否認することを禁反言で阻止することにもなる。…－－
Chicago Grain Trimmers Associationは利益を目的とした事業に従事して
おり，失業補償法の下では，法律上の存在として，また雇傭者として取扱われ
なければならぬと，被上訴人は論じている。
この事例において，当団体の構成員にとっての唯一の源泉は勤労取得であり，
その取得は構成員の労働から出されるのである。この団体は構成員が醸出した
資本を使って利益を得たり，または構成員の労働に基いて利益を得る胃的で，
事業に従事しているのではない。共同企業の明白な，真の目的は，その構成員
が役務を提供し，そのかせぎ高を分配することである。穀物の荷繰は満足にそ
の仕事を運ぶには，一団の人によって行われねばならぬ仕事である。船主は船
の積荷，積下しに必要な比較的短期間だけこのような一団の人の役務を必要と
する。敏速に船に積荷，積下しをするために必要な多数の穀物積込人を継続し
て雇うことは， 恐らく費用がかきむし， 実用性がないで・あろう。かようにし
て，職業の性質そのものから，効果的に仕事をするためには，適当な時に，適
当な人数の人を募集することが労働協約に必要であることは明らかとなろう。
我々は当該団体はその構成員の雇主ではなく，ただグノレ戸フ。における諸構成
員聞に仕事を割当てるための便宜手段に過ぎず，その手段はその構成員自ら述
べているように，色々の積荷労働を効果的に遂行することができ，便宜的，実
際的な方法で，構成員個々の努力によって，その構成員のかせぎ高を分配する
ことができるものと考える。
被告勝訴。
（本号の判例は Dillavouand Howard ; Principles of Business Law, 1955 
から採択したものである〉。
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